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１．はじめに

我が国は、戦後13年の1958年（昭和33年）、当時の文部
省（現、文部科学省）により学習指導要領が改定施行され
た。この学習指導要領は、1947年（昭和22年）が試案で
あるので第Ⅰ期にあたる。この学習指導要領では、中学・
高校の技術教育・工業教育を我が国を技術立国とするため
の重要な教科とした。

一方、現在大学教育では、教職科目に教育を理論的に解
明し、小・中・高校教育の実践の基準となる原理や原則を
学ぶための教育原理が、必修科目として位置付けられた。

この科目は現在の大学教育でシラバスを作成する際に、教
育の目的・意義・方法・内容（各授業のコマ数に応じて半
期の指導計画を設定）などを整理することにも対応し、各
教科目の基本的原則や理論的基礎、及び新学習指導要領で
全教科に導入された教科の「見方・考え方」を明確にし、
実践していくことにも役立つ科目として位置付けられる。

こうして教員養成課程では、教職科目として教育原理が
設けられた。教職科目は「教科及び教職に関する科目」「教
科及び教職の指導法に関する科目」「教育の基礎的理解に
関する科目等」などから構成される。これら教職科目の構
成要素群の中にあって、教育の基礎理論に関する科目、す
なわち「教育の理念並びに教育の歴史及び思想」について
扱う科目が教育原理である。教師としての専門性は、各教
科の基礎である親学問（技術科であれば技術学・材料力
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学・木材や金属加工学など）と教科教育等を履修し、有機
的に関連させることで育成される。今後の小・中・高校の
教職課程を考えると、各教科目を実行する上で重要となる
教科が教育原理である。昨年（2021年）、ウイルス感染に
よるパンデミックが起こり現在に至っている。同時に、34
カ国の先進諸国で構成されているOECDの中で、「学校の
授業におけるデジタル機器の使用時間が最下位」という結
果に見られるように、Society5.0（仮想と現実の空間が高
度に融合した人間中心の社会）に向けた我が国の学校教育
におけるICT活用は非常に遅れている。こうした状況を打
破するためにも、2021年GIGA（Global and Innovation 
Gateway for All）スクール構想を推進すると共に、情報化
社会に対応した新しい教育を実践できる教員養成を実行す
るため、教職科目の教育原理も検討を深めなければならな
い。

ところで、第Ⅰ期学習指導要領改訂の教育は、戦後民主
主義導入と共に産業の復興が求められた。その社会背景の
中にあって、当時の教育は工業・技術を重視した産業技術
復興のための学力向上が求められた。当時はこの産業技術
を主とする内容であったが、ほぼ10年おきに改訂される
学習指導要領は、工業社会から第Ⅳ期（1989年）学習指
導要領改訂以降の情報社会の内容に推移しているため、学
力の再定義が検討された。この学力は佐藤学１）によると、
学力の再定義として産業主義社会とは「情報と知識の高度
化と複合化によって特徴づけられる社会であり、知識と情
報が流動化し絶えず更新され変化する社会」と考え、学習
を丸暗記的な知識重視ではなく、現実の問題に対応できる
能力の育成を目指すものとした。この第Ⅰ期学習指導要領
から第Ⅶ期学習指導要領に至る改訂の中で推移する情報教
育を教育原理の意義や目標を踏まえながら検討することと
した。

本研究は、筆者等が2005年以降科研費等を活用して体
系的な情報教育に関することについて研究している基本
的、かつ、重要と考えられるジョナサン（Jonassen, D.H.）
の知識習得モデルを活用した実践について、ブルーム

（Bloom, B.S.）とペレグリーノ（Pellegrino, J.W.）の評価
理論に基づき実践した分析を検討することを目的とする。

２．教育の目的と意義

２.１　我が国の学力の意味 ―情報教育の教育原理―
OECD（経済協力開発機構（1948設置）：Organisation 

for Economic Co-operation and Development）による生徒
の 学 習 到 達 度 調 査 （ P I S A ： P r o g r a m m e  f o r 
InternationalStudent Assessment）において２）、３）、①読解
リテラシー、②数学的リテラシー、③科学的リテラシー、
④問題解決能力など時代に応じて国際的な調査が実施され
た。ただし、年代により①から④は若干変化する。

その変化も踏まえながら2000年以降の結果を見ると、

①の読解リテラシーは2000年では32ヶ国中８位、2003年
では40ヶ国中10位以下、2006年でも56ヶ国中10位以下、
②の数学的リテラシーは、2000年では１位、2003年では
６位、2006年では10位、③の科学的リテラシーは、2000
年では２位、2003年でも２位、2006年では５位、④の問
題解決力は、2003年実施されたもので、これは４位、
2006年では、読解力は14位であった。そして2018年実施
の最新結果では、79ヶ国中で①の読解リテラシーは15位、
②の数学リテラシーは６位、③の科学的リテラシーは５位
であった。このような結果からメディア（テレビや新聞等）
は、我が国の学力水準は世界のトップではないという
PISAの結果が報じられた。

しかしながらPISA は、義務教育終了段階の生徒の知
識・技能を生活場面での課題にどの程度活用できるかを独
自で評価するものと考えられる。つまり、PISAは、学校
教育課程の知識習得を測定しているものではなく、我が国
の教育課程について把握するものとは捉えににくく、あく
までもPISAの考える教育内容と捉えるのが適切であろ
う４）。このような意味で情報教育を考えると、小・中・高
校の情報教育は、2003年以降高校で教科「情報」が設置
されて以降、2013年の高校教科「情報」が「共通教科情
報科」に改訂、2019年小学校低・中・高学年全教科に「プ
ログラミング教育」、2021年中学校技術・家庭科技術分野
に内容を拡充した「情報の技術」、2022年に高校「共通教
科情報科」が情報Ⅰ（必修）、2023年に情報Ⅱ（選択必修）
の設置となるが、「情報活用能力」は体系的な確固とした
柱として不変の目標となっている５）。そしてこの目標には
３つの観点がある。それは、「情報活用の実践力」「情報の
科学的理解」「情報社会に参画する態度」である。「情報活
用の実践力」と「情報の科学的理解」の意義や目標につい
ては後半の実践の節で議論することとして、この節では情
報活用能力が、1990年７月に当時文部省が刊行した「情
報教育に関する手引き」の中で「情報リテラシー」とも呼
ばれたことと関係の深いキー・コンピテンシーについて述
べる。

２.２　 情報リテラシーの意義や目標とキー・コンピテ
ンシー

1990年以降情報活用能力は、情報リテラシーとも呼ば
れている。このリテラシーは元来、読み・書き・算の基本
必須能力の意味である。このリテラシーの意味合いから、
大目標を情報リテラシーとし、その中にコンピュータリテ
ラシー・ITリテラシーがあり、そして３つ目にメディアリ
テラシーがあるが、まさに情報活用の実践力・情報の科学
的理解・情報社会に参画する態度の３観点の意義や目標を
踏まえ、小・中・高校で行うべきであると考えられる。
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（１）メディアリテラシーとキー・コンピテンシー
メディアリテラシーとは、ネットワーク化による客観

性、信頼性ある情報の判断メディアの情報を主体的・批判
的に見る力の育成とコミュニケーション創造能力のことで
ある。メディアリテラシーは2003年OECDのキー・コンピ
テンシーの考え方とかなりの点で類似している６）。キー・
コンピテンシーとは、主要能力のことで、日常生活の様々
な場面で必要なキーであり、３つのカテゴリーがある。そ
れは、

① 社会･文化的、技術的ツールを相互作用的に活用する
能力（個人と社会との相互作用）、

② 多様な社会グループにおける人間関係形成能力（自己
と他者の相互関係）、

③ 自律的に行動する能力（個人の自律性と主体性）、
である。

これら３つの枠組は、個人が深く考え変化する力・経験
から学ぶ力・批判的立場で考え行動するものである。この
キー・コンピテンシーの①、②、③、をメディアリテラ
シーの要素に対応して考えると以下のようになる。
（メディアリテラシーの要素１）
これは、キー・コンピテンシーの③と②に対応する。
情報メディアを主体的・批判的（クリティカル）に読み解
く能力で、主体的判断として最も大切な領域である。
・例１： 情報モラルの扱い方 → 小学校では ｢情報モラル等

に係わる指導｣、中学校では ｢情報モラルに関する
指導｣、高校では「情報モラルについての指導」

・例２： ニュースの伝えられ方 → 内容の要約でかなり違
いが生ずるもので、例えば、東京オリンピックで
の情報は、インターネットや各新聞により種々異
なる。

（メディアリテラシーの要素２）
これは、キー・コンピテンシーの①に対応する。
・例： メディアにアクセスし活用する能力 → リテラシー

（メディア活用技能）を適切に使いこなす。
（メディアリテラシーの要素３）
これは、キー・コンピテンシーの②と③に対応する。
・例： メディアを通じてコミュニケーションを創造する能

力 → メディアを道具として情報を発信、かつオリ
ジナルに発信する。

　これらの意味で、メディアリテラシーはキー・コンピテ
ンシーの方向付けと完全に一致していると考えて良い。

（２） 情報教育展開の教育の原理としての客観主義的学習
と構成主義的学習

情報教育は、情報活用能力、特にメディアリテラシーの
育成と批判的能力の育成と同時に、知識の習得を元に、問
題解決能力や応用力を養うことに意義がある。この問題解
決能力は全ての教科の意義でもあるが、重要なのは、情報

教育を展開する際の教育の原理である。歴史的にみると、
２つの立場がある。それはいずれの教科目にも通じるとこ
ろであるが、知識を系統的に伝達する客観主義的学習観に
立つ教育と、学習者による積極的な経験によって知識を構
成させようとする構成主義的学習観に立つ教育である。こ
の両者は、相互に補完して機能するべきものである。

－客観主義的学習－
知識重視や教科の系統性を重視するもので、知識は客観

的・中立的に存在するという立場である。この主義を提唱
す る 者 と し て 一 斉 授 業 様 式 を 提 案 し た コ メ ニ ウ ス

（Comenius, J.A.）らが挙げられる。彼らは、例えば印刷
機が知識というものを書物や紙類などに記すように、学校
を知識を学習者に理解させるために印刷する場として捉え
ている７）。そもそも客観主義の元になっている心理学はス
キナー（Skinner, B.F.）に代表される。スキナーは、オペ
ラント条件付けを提唱、自然科学（例えば物理や化学）と
同様にある一定の条件の下に観測しデータ化することで心
理学が同等の地位になることができると考えた７）。

これらの具体的な実例として、筆者等も1980年代中学や
高校教員時代に利用したプログラム学習やその教育メディ
アとしてのティーチング・マシンであり、これらの教育機
器による指導方法は、オンライン授業に活用できると考え
られる。この実践は、教授内容を学習者個々の進度を踏ま
えたスモール・ステップへと継続、例えば技術科や工業科
の技能修得などの場面でも応用し活用されている。この技
術科や工業科の技能習得行動の場面では、随時学習者の進
度の確認や、学習者に向上が見られない場合は、学習プロ
グラムやメディアに問題があるとして改善しているが、こ
の教育方法などは現在の教育でも広く導入されている。

－構成主義的学習－
行動主義心理学に基づく学習方法は、ブルーム（Bloom, 

B.）等による完全習得学習（Mastery Learning）から評価
理論（Taxonomy of educational objectives）へと発展する。
このように、知識は客観的に存在し、受動的に伝達される
のではなく、知識や経験によって主体的に構成されるとい
う立場が構成主義である７）。このブルームの評価理論に基
づき筆者等は、1985年以降中学校技術科と高校情報科に
おいて、各時期の学習指導要領改訂を踏まえて評価票を作
成し実践している。これについては、次節で述べる。

構成主義の学習理論は、ジョナサン（Jonassen, D.H., 
1947-2012）の知識習得の３段階モデルがある８）、９）。ジョ
ナサンの知識習得モデルは、①初期レベル、②アドバン
ス・レベル、③エキスパート・レベルの３段階である。最
初の段階の初期レベルは、予備的な知識や技能の獲得が構
造化としてなされる。ここでの知識は、例えば反復練習や
フィードバックなどである。次の段階のアドバンス・レベ
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ルは、外部からの知識をそのまま習得するのではなく、学
習者自身が知識を自らの持つ知識と関連づけ、獲得するこ
とが求められる。この段階の知識は徒弟制やコーチングに
よって獲得される。そして最後の段階のエキスパート・レ
ベルは、グループ学習を中心とする協力・協同活動であ
り、教師は見守る立場である。

（３）情報教育の意義と構成主義展開
情報教育は、1986年４月の臨時教育審議会第二次答申に

おいて初めて提言された教育である。情報教育の目標であ
る情報活用能力（情報リテラシー）の具体的な内容は、そ
の後の教育改革によって修正・変更が加えられているもの
の、「情報活用能力を育成する教育（目標：情報活用の実践
力・情報の科学的理解・情報社会に参画する態度の３観点
をもって情報リテラシーと定義）」としての情報教育の概念
は、広く理解されている。この「情報活用能力を育成する
教育」という考え方を中心に、専門高校における情報処理
技術に関する教育を包含するものと捉えられている。ま
た、 海 外 の 教 育 課 程 に 見 ら れ るComputer Literacyや
Informatics Educationなど、児童・生徒にその発達段階に応
じて、情報の適切な活用能力を習得させるための教育につ
いても関連づけて捉えられる。このようなことを踏まえ、
本論における情報教育は、次のように定めることとする10）。

すなわち、児童・生徒が高度に情報化した社会に主体的
に適応し、その創造に参加できるための資質や能力の育成
を目標とする教育、と広義に定めることとする。ただし情
報教育は、小・中・高校における各教科の目標達成のツー
ルとしてそれぞれの授業の中にICTを活用することは、コ
ンピュータ・リテラシーの中のジェッネリックスキルに位
置するので目標と異なるのでここでは含めないこととす
る10）。このコンピュータ・リテラシーとは、構成主義によ
る展開を活用すれば「①初期レベル：コンピュータのアプ
リケーションソフトウェアを使用できること」「②アドバ
ンス・レベル：コンピュータ・アプリケーションソフト
ウェアを各種手段に活用できること」「③エキスパート・
レベル：コンピュータ・アプリケーションソフトウェアを
協同活動することができ、教師は見守り俯瞰すること」で
あり、このような第３段階の教授を構成主義的学習と考え
られる。

この構成主義的学習観に基づく学習指導は、先述のよう
に2020年からの新型コロナウイルス感染症によりオンラ
イン授業の必要性と児童・生徒の自宅学習での自学学習を
考えても、また近年急速にデジタル化している社会を考え
ても、小・中学校の情報教育や高等学校共通教科「情報科」
を主とする情報教育、小・中学校の「総合的な学習の時
間」、高校の「総合的な探求の時間」において総合的に取
り組まれる必要がある。

こうした現代の社会動向に対応しつつ、学習指導要領を

踏まえた中学校や高等学校での教材提案や実践は、実際に
はどのように行われているのであろうか。先行研究を調べ
る限り、教育原理と構成主義、教育原理科目の設置後の教
師教育の現状、オンライン授業による大学院生への実践や
保育者養成における教育原理の実践などについては報告が
あるものの、実際に小・中・高校の情報教育の視点で教育
原理を有機的に具体的な中学・高校での実践と関連づけた
報告は見られない11）～13）。

筆者等は2003年から現在にかけて中学校・高等学校の
体系的な情報教育を ｢情報の科学的理解｣ を主とした教材
を活用した実践を行い検討してきた。2003年教科「情報」
が設置され、2013年には共通教科情報と改訂された。
2013年以降、高度情報通信ネットワーク社会の中の情報
教育に関する内容について、次章では教育原理の内容との
関係を念頭に検討する。本論では、教育原理の内容、特に
重要と考えられるジョナサン（Jonassen, D.H.）の知識習
得モデルを活用した実践について、ブルーム（Bloom, 
B.S.）の教育評価・目標分類とペレグリーノ（Pellegrino, 
J.W.）の評価理論に基づき実践した内容と結果をある程度
詳しく議論しながら、その結果の分析を検討する。

３．情報教育における構成主義による実践

３.１　評価理論の意義
情報教育について、1997年に当時の文部省（現、文部

科学省）は『情報活用能力』の目標において ｢情報活用の
実践力」、「情報の科学的理解」、「情報社会に参画する態
度」の３観点を示している。また情報教育について、岡本
敏雄（情報教育開発協議会）14）、清水康敬（メディア教育
開発センター）、赤堀侃二（東京工業大学）等の提言は何
れも15）、教師と生徒の学びのコミュニケーションと体験学
習を重視した内容を示している。

このような中筆者等は、2000年度以降、体系的情報教
育のカリキュラムの在り方について、坂元昮・東洋・西之
園晴夫らの情報教育の視点をベースに、ブルーム等の教育
目標分類をもとに評価項目を作成し継続調査した。さら
に、ジョナサンによる ｢知識習得の３段階モデル｣ で示さ
れる社会的構成主義の教授・学習理論を踏まえ16）、ペレグ
リーノの評価理論により精査した４）、17）。その評価理論の
中で、カリキュラムと教授方法について、評価の観点から
再確認の必要性があると判断した。加えて、筆者等は専門
高校工業科や中学校技術・家庭科技術分野で計画的に行わ
れる体験・経験による「ものづくり」、すなわち技術

（Technology）と工芸（Craft）的要素に対し、こうした工
業教育や情報教育では試行錯誤による思考概念形成と問題
解 決 能 力 の 過 程 お よ び 制 御（Control） と 情 報 技 術

（Information Technology）の要素を「ものづくり」として
広義に考えることができる。例えば、「Lego Mindstorms」
や「Scratch for Arduino」などのプログラミングを通した
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制御ロボット教材により、それぞれ動作させようとする動
きを試行錯誤させながら論理的思考により製作させること
が考えられる。

筆者等はこの考えに立ち、我が国の情報教育について、
工業教育・技術教育で言う“ものづくりカリキュラム”と同
じ方向性であるとして継続して検討している。そこで、当
時の文部省が示した４つの評価の観点について、学習者が
抱く情報教育の知識・理解やイメージを調べる上では、こ
れを比較・検討する上で理論的枠組みが必要である。

この理論的枠組みの考え方をもって本稿では、ブルーム
の評価理論を援用する。ブルームの評価理論は、教育目標
の分類を図１に示すように「精神運動的領域（Psychomotor 
Domain）」「認知的領域（Cognitive Domain）」「情意的領
域（Affective Domain）」となっている18）。まず「精神運動
的領域」は、学習者のある作業を達成する際の段階で、模
倣から始まり、操作、正確化、文節化、そして熟練に達す
る。これは評価の４観点の技能と思考・表現の２つの観点
にあたり、「技能」は精神運動的領域のスタート段階にあ
たる。次に「認知的領域」は、知識の再生や理解及び、知
的な諸能力の発達に関する諸目標の段階にあたる。知識か
ら理解、応用、分析、統合、評価の段階をとり、評価の４
観点の中の知識・理解と判断の２つの観点にあたり、この
｢知識･理解｣ は認知的領域のスタート段階にあたる。そし
て「情意的領域」は、学習者の学習に対する受け入れから
始まり、反応、価値付け、組織化、個性化の段階をとり、
これは４観点の中の興味・関心・意欲・態度にあたり情意
的領域では関心、意欲、態度の順となっている18）。図１に
ブルーム評価理論と評価の観点の関係を示す。

図１．ブルーム評価理論と評価の観点の関係

このブルームの評価理論は、学習者が持つ情報教育に関
する教育目標に対してどの領域からどの程度まで到達した
かを把握することができる。本研究では、ブルームの評価
理論に基づいた学習者の情報教育の到達度を検討する。学
習内容は、従来の各領域である技能面、知識面、情意面を
それぞれ精神運動的領域、認知的領域、情意的領域と称す
ることとする。ここで、情報教育のあり方は、実学（操
作、演習）と知識の両者が必要であることは情報関係学会

等でも関係者の知るところであるが、この中で、システム
系などの情報の軸は、学問体系としての記号論理学（ブー
ル代数や進数）、実学としての電子回路実習、知識として
の半導体・コンピュータ産業等の社会面が必要であると考
える。

３.２　実践対象者と調査･分析方法
実践対象者は、2016年に茨城県内の複数の公立中学３

年生75名と、2016年度の前報の普通高校３年生76名で、
実践前後の調査を通して、体系的情報教育に適切かを検討
した。このとき、配線方法に関する「気づき」などの学習
行動の変容過程を、ペレグリーノ学習評価理論である学習
者の診断・教授法改善・カリキュラムと認知・観察・解釈
に照らし合わせながら検討を行った14）、17）。分析方法は、
ブルームの教育評価目標18）を元に、情報教育の学習内容
理解度を調べるため中学・高校学習について、各カテゴ
リーの評価項目に関する実践前後の有意差をみるために t

検定、到達度をみるために因子分析を行った。この論理回
路学習は中学のデジタル・BitとByte等と高校の情報Ⅰの
情報デザインとネットワーク内容を取り入れたもので学習
指導要領に基づいている。

各カテゴリーは、「①進数に関する知識」「②論理回路の
理解と表現」「③回路学習に関する技能」「④論理回路の意
識と興味」「⑤実習の心構えと達成感」の５つに分類した。
このカテゴリーは、ブルーム評価理論では、①と②は認知
領域の知識･理論に、③は精神・運動領域の実習に、④と
⑤は情意領域の興味・関心・意欲に対応している。

以下、各項目を示すと、
①進数に関する知識

１. コンピュータ動作と２･10･16進数に関する知識
２. ２進数から10進数の変換　３. 16進数の変換
４. ２進数の概念　５. ビットとバイトの意味
６. コード化の意味　７. 文字をコードで表現

②論理回路の理解と表現
８. 論理和と論理積　９. AND,OR,NOT回路と真理値表
10. 論理関数による真理値表　11. AND, OR, NOTの記号
12. 回路図の論理ゲート描写　13. NAND, NOR, XORで作成
14. ド・モルガンの定理の意味

③回路実習に対する技能
15. 電子素子の組み込み　16. 抵抗素子の値を読む
17. 発光ダイオードの極性　18. ICのゲート
19. 全体的な回路図　20. 電子の動き
21. 電源を入れる前に確認　22. 論理ゲートと電子素子
23. NAND回路の組み合わせ

④回路実習への意識と興味
24. 進数変換操作に興味　25. 真理値表作成に興味
26. 論理ゲート作成に興味がある
27. NAND,NOR,XORゲートにより回路作成
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28. 電気回路工作実習に興味を持つ
29. 電気回路実習は難しい　30. やり終えた充実感
31. 専門的知識が身に付く　32. 論理的に考える　
33. ものづくりが好き　34. 情報実技に興味・関心

⑤実習への心構えと達成感
35. 未知のものに挑戦　36. 協力すれば目的を達成できる
37. 積極的取り組み　38. グループコミュニケーション
39. 専門的な知識・技能は将来に役立つ
40. 授業内容の理解と満足
41. この授業内容を他の人に教えること
42. 専門的な知識や技能は将来役に立つ
評価項目の設定は、情報教育の目標「情報活用能力」及

び評価の３観点「情報活用の実践力」「情報の科学的理解」
「情報社会に参画する態度」と論理回路学習に関する目標
を検討して作成した。実践後の評価項目について、中学生
では図２（高校で学習する内容を除き30項目）に、高校
生では図３（42項目）の評価項目を選定した。

現行の高校学習指導要領情報では、先行研究により、情
報科教育では「情報の科学的な理解」を中心とした内容構
成が求められると認識した。2005年度から実践し、情報
教育の体系化を考える時、中学校技術科技術分野で論理回
路学習の内容を検討する必要があると考えて、2015年度
以降、高校と併せて、中学生に対する実践を行った。

図２．中学校実践後の評価票
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図３．普通高校の実践後の評価票
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実践前の評価項目は「～出来ると思う」、実践後の評価項
目は「～出来る」というように経験の前後で表現を変えた。
質問の設定方法は、情報教育の目標である情報活用能力と
３観点を柱として、ブルーム等の教育目標分類による評価
項目を元に検討した。その際、ペレグリーノ評価理論、す
なわち、学習者の診断・教授法改善・カリキュラムの３評
価理論という観点も踏まえたが、この３つの評価理論に照
らし合わせ検討した研究は管見する限り見られない。

３.３　論理回路学習の実践内容
本実践での論理回路学習は実習を主とし、教材は生徒・

学生の各々のレディネスに基づき指導範囲を決定した。実
践では、基本論理回路（NOT回路、AND回路、OR回路）
とNAND回 路 を 組 み 合 わ せ た 基 本 論 理 回 路、EX-OR

（EXCLUSIVE-OR：排他的論理和）回路を作成していく。
この学習過程で進数やブール代数の定理、回路設計の基礎
の理解を図る19）、20）。

本実践では、図４、図５の実践での配線に示すように写
真による実態配線図をテキストに組み込み、実験・実習を
容易にする工夫を取り入れた。また、NAND回路を組み合
わせてOR回路を作る過程で回路設計の基礎に触れ、TTL-
ICの74シリーズにおいて「何故NAND回路が00番なのか」
を図６に示すような実践により実感する。

ここでは、図７に示すようにド･モルガンの定理を、図
を利用して説明し、回路の組み立ての中での気づき・ひら
めきとしては次の関係があげられた。

図４．教材による学習者の組み立ての様子

図５．論理回路完成の例

図６． 論理回路の実験順序と内容

図７． ド・モルガンの定理を示す回路図

図８．実践内容（実験１～８）

すなわち、配線図と定理の活用により、回路の組み立て
の中での気づきとしては次の関係が考えられる。「５色の
配線コード」→「配線の色分け」、次に「実態配線図通り」
→「回路図に沿って」配線を行い、その後「実態配線図」
≠「回路図」であることを体験によって理解させる。

この一連の実践内容と確認の経過は先に示した図８であ
る。授業は、基本的には配布したマニュアルを参考にして
いるが、適宜難しい点はグループ活動により協力させた。
論理回路の実験３～７は図５のように視覚的に把握させ、
図６は進数実験の様子である。
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３.４　分析結果
―カテゴリー別評価項目の実践前後の結果―

５つのカテゴリーについて、実践前後に対応のある t 検
定（両側検定）を実施した。表１に中学生を、表２に高校
生の分析結果を示す。中学生における分析の結果は、①進
数に関する知識、②論理回路の理解と表現、は実践後全て
に高い有意差が認められた。③回路学習に関する技能、④
論理回路の意識と興味、⑤実習の心構えと達成感、につい
ては実践前の意識がすでに高いため、全体の１/２以上に
ついて有意差は認められなかった。　

一方、高校生おける分析の結果は、①進数に関する知
識、②論理回路の理解と表現、③回路学習に関する技能、
は実践後全てに高い有意差が認められた。④論理回路の意
識と興味、⑤実習の心構えと達成感、については実践前の
意識がすでに高いため、全体の１/３について有意差は認
められなかった。中学生、高校生共に④論理回路の意識と
興味、⑤実習の心構えと達成感、など論理回路学習に対す
る情意面に有意差がなく、今後、新学習指導要領を踏まえ
た体系的な論理回路教材の開発と、より深い満足度に繋が
るような実習の必要性があると考えられる。

表１．中学生の実践前後のカテゴリー別比較

日本工業大学研究報告　第51巻　第２号　(2021年12月)
Report of Researches, Nippon Institute of Technology, Vol.51, №2 (December,2021)

26



―因子分析結果―
調査項目の妥当性については、Cronbachのα係数を求

め確認した。その結果、0.9以上で内的整合性が確認され、
評価項目は信頼できる。

そこで、この妥当性を踏まえて中学生、高校生の自己評
価を回答させた。回答は初期解において第３因子と第４因
子の間で固有値の顕著な減衰が認められた。これはスクリー
プロット法に適合していると考えられるため、上位３因子
についてプロマックス回転を施し、最終解が求められた。

ここで、中学生の実践前の因子分析結果を表３に、実践
後の因子分析結果を表４に示す。また、高校生の実践前の
因子分析結果を表５に、実践後の結果を表６に示す。

以下、全ての因子分析においても同様に、スクリープ
ロット法を用いて因子軸の回転を行い、最終解を得た。そ
の結果、中学生、普通高校生いずれも最終解として共に３
つの因子が抽出された。

そこで同様にプロマックス回転後、因子負荷量0.45以上
を高い因子負荷量と判断して因子の解釈を行った。ここで 

表２．高校生の実践前後のカテゴリー別比較
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まず中学生の情報教育の論理回路学習における実践前後の
結果を示した。なお、中学校の因子分析結果の表の中で（）
は対応する高校生に対する質問項目をさす。

因子分析の結果は、実践前は表３に示すように第１因子
「電子回路への興味」、第２因子「論理回路への興味」、第３
因子「ものづくりの興味・関心」であるが、実践後は第１
因子「回路全体の知識に対する興味」、第２因子「電子回路
制作の充実」、第３因子「達成感等情意面の充実」であった。

表３や表４に示すように、実践前は電気自体への興味で
あったが、実践後は電子回路と包含される論理回路の知
識・理解や達成感・満足感であった。実践後は、因子寄与
率の高さから、電子回路全体の知識･理解の上に論理回路学
習の達成感と満足感があるという意志と考えられる。

中学生は、電気回路全体の興味から達成感や満足感の情
意面に着目すべきと考えられる。

表３．中学生の実践前の因子分析結果 表４．中学生の実践後の因子分析結果

次に、高校生の情報教育の論理回路学習における実践前
後の結果を分析した。高校生の因子分析結果として実践前
の結果と実践後の因子分析結果を示す。

表５に示すように、実践前では、高校生の因子分析結果
は、第１因子「進数や電子素子の知識･理解」、第２因子「論
理回路への興味・関心」、第３因子「論理回路への興味」
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高校生は、電気回路全体の知識と実習に対する興味か
ら、より専門的に論理回路について深く理解したいという
意識と興味へと移行し、論理回路を情報への活用として、
専門的な知識として、さらにはより教科を超えて活用して
いきたいという意識や意欲と考えられる。

であるが、表６に示すように実践後では第１因子「論理回
路全体の知識と興味」、第２因子「コード化の理解と興
味」、第３因子「進数への理解」であった。実践前は論理
回路への実習への期待感であったのが、実践後は電子回路
や包含される論理回路の知識・理解という意識、その上に
知識を深め理解したという達成感と満足感があった。

表５．高校生の実践前の因子分析結果 表６．高校生の実践後の因子分析結果
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３.５　結果の検討
以上のように教育原理の内容に関するジョナサンの知識

習得モデルを活用した論理回路の実践を行った。ここで、
実践前後の各カテゴリーでの結果、高校生は進数に関する
知識、論理回路の理解と表現、回路学習に関する技能、は
実践後高い有意差が認められ、中学生では全てのカテゴ
リーに高い有意性が認められ、論理回路学習に対する論理
的思考や理解の効果があり、体系的な論理回路教材の開発
と、深い満足度に繋がる実習の必要性があると考えられ
る。また、中学・高校生への因子分析結果では、高校生は
知識や技能を優先しており、中学校とは逆の傾向を示して
いた。

つまり、中学生ほど専門用語の壁があり、実践後にあま
り理解が深くならない傾向があると考えられる。これは、
実践前は論理回路の知識や実習への興味が強いが、実践後
は論理回路論の知識･理解の上に実習への興味が深まると
いう構造が確認でき、基礎・基本学習の上に指導すべき内
容を踏まえた実習と発想を生かした次の段階の実習の必要
性が大切であると言うことが考えられる。

４．まとめ

本実践では、中学・高校生の情報教育の体系的な理解を
図ることを目的として、体系化に有効と考えられる論理回
路教材を活用し実践した。また本実践は、科学的理解への
教材の妥当性、回路図と実態配線に関する「気づき」など
学習行動の成長過程の上で教授内容として非常に効果的で
あるという前提で行った。これらについては、例えば実践
後において、ド・モルガンの定理について着目すると、高
校生は数学で学ぶため配線図から実態配線図への思考パ
ターンの変化がみられた。一方、中学生は未履修ではあっ
たが、本教材ではAND回路とOR回路の変換に必要なド・
モルガンの定理について図で説明していく中学・高校生同
様に実態配線図への思考パターンの変化がみられた。つま
り「回路設計は難しかったが、繰り返し試行してコツをつ
かみ達成できた喜びは大きい」「論理回路配線の際、配線
図通りよりもより簡単な回路配線に気づいた時は嬉しかっ
た」など同様の感想が、実践後中学・高校生いずれも７割
以上であった。これは理論と直感が両立していることを意
味し、森政弘氏（東京工大名誉教授）の提唱する「二元性
一原論」に通ずるものがあり大変意義があると考えられる。

2021年度からの中学校技術科、2022年度の高校共通教
科情報科の指導要領改訂21）では現在のインターネット普
及によるセキュリティ・情報モラル・著作権など「情報社
会に参画する態度」のカリキュラムは充実していると考え
られる。しかし、「オンラインネットワークの原理と実践」

「プログラミングにおける論理的思考力」などの ｢情報の
科学的理解｣ の内容については、筆者等の先行研究の結果
からも充実する必要があることがわかり、中学校と高等学

校を主として検討した。今後は、小学校、中学校、高校、
大学教養一連の情報教育の体系的なカリキュラムの在り方
と具体的な教材提案、及び実践を行い、より科学的思考と
汎用的なカリキュラム構築の検討を行う予定である。

以上論理回路を教材とした実践結果から、本教材による
教育は、教材論で言う「具体的事例」から「抽象的事例」
への理解に役立つ教材であり、情報教育の情報に関する
｢理解力｣ の教授に妥当であることが伺えた。

最後にこの論理回路の実践を通して以上のことがわかっ
たが、本研究の目的はジョナサンの知識習得モデルを活用
したブルームとペレグリーノの評価理論に基づき実践した
結果を分析し検討することである。そこで、ジョナサンの
知識習得モデルを活用した実践について、先のブルームと
ペレグリーノの評価理論に基づき実践し分析した内容は以
下のようになる。

ブルームの評価理論では中学生では「電子回路全体の知
識･理解の上に論理回路学習の達成感と満足感があるとい
う意志」、高校生では「電気回路全体の興味から専門的に
論理回路への理解と興味へと移行し、専門的に活用したい
という意志」となった。また、配線方法に関する学習行動
の変容過程は、ペレグレーノの評価理論での「学習者の診
断」は論理回路学習による ｢科学的理解｣ の深まり、「教
授法改善」は教科内容の知識の熟達化が各学校段階での知
識と経験が関係していた。こうして考えると、ジョナサン
の知識習得モデルに着目し実践を捉えると、①の初期レベ
ルは、本実践では論理回路の知識習得にあたるが、ここで
の知識は、図７の実習内容でいう実験１～４の反復練習や
フィードバックなどである。次の②のアドバンス・レベル
は、実験５～６の教師からの知識をそのまま習得するので
はなく、学習者自身が自らの持つ知識と関連づけ、各種の
回路に対する意味を獲得している。そして③のエキスパー
ト・レベルは実験７～８ではグループ学習を発揮した協
力・協同活動であり、教師は見守りアドバイスする立場で
ある。

この意味では、ペレグリーノとブルームの評価理論との
関係とジョナサンの知識習得モデルを踏まえて検討した
が、本実践は中学・高校の認知・観察・解釈を踏まえた教
材論に基づく内容が、学習者にとってかなり効果があるこ
とが期待された。しかしながら、本実践では授業に対する
満足感や達成感など情意面については中学・高校生共に十
分ではなかった。また、2022年度からは、高校で情報Ⅰ（必
修）、2023年度から情報Ⅱ（選択必修）がスタートする。

この高校情報科の内容も踏まえた2021年度以降の中学
校と2022年度以降の高校の体系的な教材も、本実践で検
討したような教育原理の内容を踏まえて検討する必要があ
るが、これら教育原理の兼ね合いを通しての体系的な実践
や検討については今後の課題とする。
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